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原子力災害に関するデータや知見集積・発信に関する国際シンポジウム

被ばく医療科学分野の知見が集積している福島の地を同分野の研究の拠点とするため、東日本大震災・原子力災害
伝承館や、長崎大学等の国内大学・研究機関に加え、シンガポール大学、フランス原子力防護評価センター（CEPN）
といった海外大学・研究機関、ICRP、OECD-NEA、IAEAといった国際機関の関係者の参加の下、原子力災害に関
するデータや集積・発信に関する国際シンポジウムを開催。

■開催日時 2023年3月14日（火）9時30分～17時20分
※2023年３月13日（月）に参加者を対象としたホープツーリズムを開催

■開催場所 Jヴィレッジ アネックス１階 Jヴィレッジホール

■講演者 国際放射線防護委員会（ICRP)、OECD原子力エネルギー機構（OECD/NEA）
国際原子力機関（IAEA）、シンガポール大学
福島県立医科大学、福島大学、福井大学、東京大学、長崎大学、東日本大震災・原子力災害伝承館

■参加対象 国内外大学研究者、国際機関の研究者及び学生 62名

■開催方法 会議場での開催＋オンライン配信



冒頭挨拶
9:30-9:35(経済産業省 宮下参事官)

基調講演
9:35- 9:55 福島国際研究機構の概要（復興庁 兼保企画官）
9:55-10:15 原子力災害に関するデータや知見の集積・発信（東日本大震災・原子力災害伝承館 髙村館長）

第1章 国際機関・海外大学の活動（司会：東日本大震災・原子力災害伝承館高村館長）
※各研究機関で行われている原子力災害に関する研究内容に関する講演
10:30-11:00 国際放射線防護委員会 (ICRP) Dr. Jean-Francois Lecomte)
11:00-11:30 OECD原子力エネルギー開発機構 (OECD/NEA) Dr. Jacqueline Garnier-Laplace)
11:30-12:00 国際原子力機関 (IAEA) Dr. Uwe Michael Scholz)
12:00-12:30 シンガポール大学 (Dr. Manoor Prakash Hande)

昼食
12:30-13:30 昼食（パシフィックホール / センターハウス3F）

第２章 東京電力福島第一原子力発電所事故からの復興に向けた大学での取組み（司会：福島県立医科大学坪倉教授）
13:30-14:00 福島県民健康調査について（福島県立医科大学 神谷副学長）
14:00-14:30 環境放射線分野の取組み（福島大学 難波教授）
14:30-15:00 原子力防災への取組み（福井大学安 田教授）
15:00-15:30 東京電力福島第一原子力発電所事故後の風評被害と流通の課題（東京大学 関谷准教授）
15:30-16:00 「後進地かつ最前線」を記録し発信する：私たちはいかに福島で研究・教育・技術革新をすべきか

（東京大学 開沼准教授）

第3章 パネルディスカッションと研究者からの提言（司会：長崎大学ジャック・ロシャール教授、福島県立医科大学山下教授）
16:15-17:15 ※学生を交えたパネルディスカッション及び今後のF－REI第5分野研究方針に関する研究者からの提言
17:15-17:20 閉会の挨拶（復興庁 兼保企画官）

国際シンポジウム スケジュール

冒頭挨拶 経済産業省
宮下参事官



基調講演
9:35- 9:55 福島国際研究機構の概要
復興庁 兼保直樹企画官

復興庁 兼保企画官

福島国際研究教育機構(F-REI)の概要
・目的・対象・方法
・F-REIの場所
・F-REIの４つの機能
・初代理事長予定者（当時） 山崎光悦氏の紹介
福島国際研究機構における研究開発について
・ロボット工学
・農林水産業
・エネルギー
・放射線科学・創薬医療、放射線の産業利用
・原子力災害に関するデータや知見の集積・発信



・東日本大震災・原子力災害伝承館の紹介
・国内外学生を対象とする伝承活動の紹介
・原子力災害アーカイブの紹介
・福島国際研究教育機構(F-REI)の概要
・福島第一原子力発電所周辺地域の空間線量率の推移
・原子力災害の教訓について

基調講演
9:55-10:15 原子力災害に関するデータや知見の集積・発信
東日本大震災・原子力災害伝承館 髙村昇館長

伝承館 髙村館長



緊急事態への準備とその対応に関するICRPの活動について
・IRSNの紹介
・IRSNと長崎大学・福島県立医科大学との連携
ICRP紹介
・他の国際機関との関係性
・組織・構成員
・これまでの活動・成果の紹介
・福島県立医科大学・広島大学・長崎大学とICRPの覚書締結（2017年11月調印）
・福島国際研究教育機構(F-REI)と協働作業の可能性

第1章 国際機関・海外大学の活動
10:30-11:00  国際放射線防護委員会 (ICRP) 
Dr. Jean-Francois Lecomte

ICRP Dr. Lecomte



第1章 国際機関・海外大学の活動
11:00-11:30  OECD原子力エネルギー開発機構 (OECD/NEA) 
Dr. Jacqueline Garnier-Laplace

OECD/NEA Dr. Garnier-Laplace
原子力災害からの復興に向けたNEAの活動概況
・経済協力開発機構／原子力機関(OECD/NEA)の紹介
・NEAの2023年から6年間の活動計画
・近年の活動成果
・現在進行中の活動
・知識・知見の伝達
・福島国際研究教育機構(F-REI)との協力体制について



第1章 国際機関・海外大学の活動
11:30-12:00  国際原子力機関 (IAEA) 
Dr. Uwe Michael Scholz

IAEA Dr. Scholz
これまでの活動と今後の協力体制について
知識の獲得、保存、普及
・これまでの活動内容
・STSプロジェクトについて
・知識・知見の普及活動について
・メディカルコミュニケーションについて
・環境、農業、食、政策、脳情報処理、感情について
・まとめとして-今後の福島国際研究教育機構(F-REI)との協力体制に関して



第1章 国際機関・海外大学の活動
12:00-12:30  シンガポール大学
Dr. Manoor Prakash Hande

シンガポール大学 Dr. Hande

低線量放射線リスクと緊急事態への備えに関する
市民との教育的対話の重要性

・身体に対する電離放射線の影響について
・マルチパラメトリックアプローチについて
・Living in Space プロジェクトの紹介
・教育的対話(Radiation and Society コース)について



福島県民健康調査の概要
・本件事故での人的被害について
・福島県民健康調査の枠組み
・基礎調査の結果
・甲状腺超音波検査について
・東京電力福島第一原発事故とチェルノブイリ事故との被ばく線量の比較
・甲状腺がんについて
・包括的な健康診断について
・メンタルヘルスと生活習慣の調査について
・妊婦および新生児調査について
・福島県民健康調査の成果の発信

第２章 東京電力福島第一原子力発電所事故からの復興
に向けた大学での取組み
13:30-14:00  福島県民健康調査について
福島県立医科大学 神谷研二副学長

福島県立医科大学 神谷副学長



福島県における環境放射能研究
・環境放射能研究所(IER)の紹介
・福島大学と環境放射能研究所(IER)の共同活動
・各種調査研究活動について
・IAEAとの共同活動
・地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS)について
・環境放射能研究所およびそのほかの研究機関による記録について

第２章 東京電力福島第一原子力発電所事故からの復興に向け
た大学での取組み
14:00-14:30  環境放射能研究分野の取組み
福島大学環境放射能研究所 難波謙二所長

福島大学 難波教授



原子力緊急事態への備えと対応 日本とウクライナに関する活動と役割
・日本とウクライナおける原子力緊急事態への備えと対応
・震災後の放射線防護対応の変遷
・ウクライナの現状を紹介
・侵略後に学んだこと
(Ms. Olena Pareniuk, Institute for Safety Problems of Nuclear Power Plants)

第２章 東京電力福島第一原子力発電所事故からの復興
に向けた大学での取組み
14:30-15:00  原子力防災への取組み
福井大学 安田仲宏教授

福井大学 安田教授



第２章 東京電力福島第一原子力発電所事故からの復興
に向けた大学での取組み
15:00-15:30 東京電力福島第一原子力発電所事故後の
風評被害と流通の課題
東京大学 関谷直也准教授

東京大学 関谷准教授

東京電力福島第一原子力発電所事故後のリスク認識と社会的
心理的変化に関する全国縦断調査と国際横断調査
放射線災害における風評被害と流通被害

・福島の現状

・国内の風評被害

・国際比較調査

・風評被害についてのまとめ



第２章 東京電力福島第一原子力発電所事故からの復興
に向けた大学での取組み
15:30-16:00 福島でいかに研究・教育・技術革新をす
べきか
東京大学 開沼准教授

東京大学 開沼准教授
「後進地かつ最前線」である福島でどのように研究・教育・技術革新をすべきか
・研究・実践の3つの取り組みの説明
1. 郵送調査
2. 高校生や中学生を対象とした課題研究
3. 対話による研究と実践

・「後進地かつ最前線」を記録し発信するということ



第3章 パネルディスカッションと研究者からの提言
司会：長崎大学ジャック・ロシャール教授、福島県立医科大学山下教授

閉会の挨拶 復興庁 兼保企画官

福島県立医科大学山下教授、長崎大学ジャック・ロシャール教授

パネルディスカッションの様子

パネルディスカッションの様子

登壇者によるパネルディスカッションでは、原子力災害に関するデータや知見集積について、今後F－REIにて取り組むべき課題（研究
諮問機関の創設、包括的なデータアーカイブの必要性、出口戦略やアウトプット、研究者や専門家と市民とのギャップの改善方法、国
際機関・地元大学との連携、低線量被ばくの健康影響についての研究の必要性等）について、様々な意見が交わされた。



原子力災害に関するデータや知見集積・発信に関する国際シンポジウム研究者からの提言案



原子力災害に関するデータや知見集積・発信に関する国際シンポジウム研究者からの提言案



R５年度：災害・被ばく医療科学分野における
福島の知見の集積と国内外への情報発信



第5分野「原子力災害に関するデータや知見の集積・発信」
に期待されるもの

19

• 自然科学と社会科学の融合を図り、複合災害・原子力災害からの環境回復、複合災害・
原子力災害に対する備えとしての国際貢献、更には風評払拭等にも貢献する研究開発・情
報発信等



• 東京電力福島第一原子力発電所事故（福島第一原発事故）によっ
て大量の放射性物質が環境中に放出された。12年に及ぶ除染、自然減
衰によって汚染レベルは劇的に改善されつつあるが、未だ浜通りは現存被
ばく状況にある。

• 一方、事故直後から周辺自治体住民は故郷を離れ、現在も3万人近い
住民が避難を余儀なくされている。これによって住民の被ばく線量低減化
はある程度奏功したものの、避難が極めて長期に及ぶことで住民に様々
な健康影響を及ぼしていることが明らかになっている。

• 環境放射能・被ばく線量評価、メンタルヘルス、放射線リスク認知も含め、
原子力災害に関する福島での知見を集積し、得られた知見、教訓を広く
発信することは、F-REIの大きなミッションであるといえる。

第5分野におけるミッション



• 本研究の内容と見込まれる成果は、東日本大震災・原子力災害伝承館が福
島における災害・被ばく医療科学分野の広範な知見を積み重ねて、本分野の
人材育成を行ってきた県内外の研究機関に加え、ICRP、IAEA、OECD等の
国際機関と連携し、本分野の研究、知見の集積を継続、発展させることに加
え、国内外のグローバル人材育成を行うことで、新拠点を原子力災害分野の
世界的一大拠点にすることである。

• 令和5年度にはキックオフシンポジウムの提言も踏まえた原子力災害研究分野
の研究を本格化させる。双葉町、川内村、富岡町、大熊町住民における放射
線リスク認知やメンタルヘルス等に関連する因子の同定等を進めると同時に、
浜通りを中心とした福島における線量データ（アーカイブ）の収集、被災住民
（他県に避難した住民を含む）のインタビューによる証言の収集を開始する。
さらには震災当時の医療関係者、行政関係者の証言を収集することで、原子
力災害を含む複合災害時における医療・保健・福祉・行政の役割と教訓につ
いての情報収集を本格化させる。



• 放射線リスク認知、メンタルヘルス評価、被ばく線量評価等、浜通りの復
興に資する研究を展開することで、住民の帰還、地域の復興・新生に貢
献する研究成果が見込まれる。また、福島県内の小中高生、高専生、
大学生を対象とした人材育成に加え、東日本大震災・原子力災害伝承
館の研修事業を発展世界の若手研究者を対象としたセミナー、シンポジ
ウムを開催することで、新拠点を原子力災害研究分野の専門家育成を
行う、世界の一大拠点とすることが期待される。



原子力災害の教訓：避難による被ばく線量の低減化

最高値：25ミリシーベルト
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（福島県県民健康調査2022年）
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原子力災害の教訓：避難のありかた

24



原子力災害の教訓：避難と社会・産業

25



原子力災害に関するデータや知見の集積・発信
文理融合型研究の一例

26

1.東京電力福島第一原子力発電所事故における実際の被ばく線量をそれぞ
れのシナリオに基づいて算出すると同時に、「避難のタイミングを（長期も含め
た）一定期間ずらした」場合の被ばく線量、災害関連死数を推定・算出。

2.上記のデータや住民の証言等をもとに、原子力災害時の関連死を最小限化
（減災）するための政策、マニュアルの作成。

3.国内機関のみならず、国際機関とも連携して、複合災害における防災・減災
に向けたガイドライン作成に貢献。

4.上記のような一連の研究、政策立案過程を国内外の若手研究者が浜通りで
学ぶことによって、浜通りを「原子力災害に関するデータや知見を集積・発信で
きる人材」の一大教育・研究拠点とすると同時に、交流人口やレガシー・ツーリ
ズムの拡大にも貢献する。



連携国際機関等

27

OECD/NEA

WHO

ICRP

IAEA



「原子力災害に関するデータや知見の集積・発信」
に向けた連携体制の構築

長崎大学福井大学 福島大学

国際放射線防護委員会（ICRP)
国際原子力機関（IAEA)
経済開発機構（OECD)
世界保健機関（WHO) 等

国際機関に加え、国内外の関連研究機関
と連携して、世界の防災・減災の指針に福

島の知見を活かしていく

国際機関・大学や研究機関との連携を通じて知の交流拠点構築に糾合

福島県双葉郡13町村 教育機関被災自治体
東日本大震災・
原子力災害伝承館

環境放射能資料の収
集・解析

原子力災害医療分野の
取組とりまとめ

災害・被ばく医療資料
の収集・解析
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